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１．はじめに 

２．令和５年度税制改正の概要 

（１）成長と分配の好循環の実現 

（２）経済のグローバル化・デジタル化・グリーン化への対応 

（３）地域における活力と安全・安心な暮らしの創造 

（４）経済社会の構造変化も踏まえた公平で中立的な税制への見直し 

（５）円滑・適正な納税のための環境整備 

（６）その他 

３．今後の課題 

（１）ＮＩＳＡ制度に関する課題 

（２）防衛力強化に係る財源確保のための税制措置に関する課題 

４．おわりに 

 

 

１．はじめに 

 岸田内閣総理大臣は、従来の新自由主義的な政策は経済の原動力となった反面、経済的

格差の拡大などの多くの弊害をもたらしたとして、成長と分配の好循環1による「新しい資

本主義」の実現を目指すことを掲げている。令和４年６月７日には、「新しい資本主義のグ

ランドデザイン及び実行計画」を閣議決定し、新しい資本主義2の実現に向けて必要不可欠

 
1 岸田総理は、第205回国会参議院本会議において、「成長なくして分配なし。同時に、分配なくして次の成長

もなしであります。成長の果実をしっかりと分配することで初めて次の成長が実現いたします」と発言して

いる（第205回国会参議院本会議録第３号５頁（令3.10.12））。 
2 「新しい資本主義」に関しては、これを貫く基本的な思想について、「①「市場も国家も」、「官も民も」によっ

て課題を解決すること、②課題解決を通じて新たな市場を創る、すなわち社会的課題解決と経済成長の二兎

を実現すること、③国民の暮らしを改善し、課題解決を通じて一人ひとりの国民の持続的な幸福を実現する

こと、である」としている（「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」２頁）。 
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な財政出動や税制改正を中長期観点から機動的に行うこととした3。 

さらに、同年10月28日に閣議決定した「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対

策」において、税制については「ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化」、「スタートアップに関

わる税制措置」について検討を行い、令和５年度税制改正で結論を得ることとした。 

 以上を踏まえつつ、自由民主党及び公明党は令和５年度税制改正について議論を行い、

同年12月16日、「令和５年度税制改正大綱」（以下「令和５年度与党税制改正大綱」という。）

を決定した。これを受け、政府は同月23日、「令和５年度税制改正の大綱」を閣議決定した。 

本稿では、令和５年度税制改正について、両大綱等に基づき、その主な内容を紹介する

とともに、関連する課題について述べる。 

 

２．令和５年度税制改正の概要 

（１）成長と分配の好循環の実現 

ア ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化 

（ア）現行のＮＩＳＡ制度 

ＮＩＳＡ制度（少額投資非課税制度）は、一定金額の範囲内の上場株式等に係る配当

所得及び譲渡所得等が非課税となる特例である。現行制度は年間120万円を上限に５年

間非課税で運用できる「一般ＮＩＳＡ」、積立・分散型投資に適した一定の投資信託を対

象に年間40万円を上限に20年間非課税で運用できる「つみたてＮＩＳＡ」があり4、いず

れかを選択して利用することとされている（図表１）。 

  

  

（イ）令和２年度税制改正の内容 

令和２年度税制改正では、成長資金の供給を促しつつ、少額からの積立・分散投資に

よる家計の安定的な資産形成を更に促進する観点から、令和６年１月１日以降、一般Ｎ

ＩＳＡを２階建ての新たな制度（新ＮＩＳＡ）に組み替えることとされた5。新ＮＩＳＡ

 
3 中でも「人への投資と分配」、「科学技術・イノベーションへの重点的投資」、「スタートアップの起業加速及

びオープンイノベーションの推進」、「ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）及びＤＸ（デジタル・

トランスフォーメーション）への投資」の４本柱への投資を重点化することとしている。 
4 このほかにも、18歳未満を対象に年間80万円を上限に非課税で運用ができる「ジュニアＮＩＳＡ」がある。 
5 なお、ジュニアＮＩＳＡについては口座開設可能期間を延長せず、新規の口座開設を令和５年12月31日まで

とすることとされた。 

一般ＮＩＳＡ つみたてＮＩＳＡ

年間の投資上限額
120万円

（平成26・27年は100万円）
40万円

非課税期間 ５年間 20年間

口座開設可能期間 平成26年～令和５年 平成30年～令和19年

投資対象商品 上場株式・公募株式投資信託等
積立・分散投資に適した

一定の公募等株式投資信託
（商品性について内閣総理大臣が告示で定める要件を満たしたものに限る）

投資方法 制限なし 契約に基づき、定期的かつ継続的な方法で投資

（出所）財務省資料より作成

図表１　現行のＮＩＳＡ制度の概要（～令和５年まで）

いずれかを選択
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は、原則として１階部分の非課税の積立投資を行っている場合に２階部分の非課税投資

を行える仕組みとすることとされた。しかし、この新ＮＩＳＡについては、２階建ての

仕組みが複雑で分かりにくいといった声も上がっていた6。 

 （ウ）令和５年度税制改正の内容 

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」では、我が国個人の金融資産

2,000兆円のうち半分以上が現預金であることから、家計が豊かになるために、家計の預

金が投資にも向かい、持続的な企業価値向上の恩恵が家計に及ぶ好循環を作る必要があ

るとして、ＮＩＳＡ制度の抜本的な拡充を図るとした。そして、令和４年11月28日に新

しい資本主義実現会議において「資産所得倍増プラン」が決定され、５年間でＮＩＳＡ

総口座数（一般・つみたて）を現在の1,700万7から3,400万、ＮＩＳＡ買付額を現在の28

兆円8から56兆円に倍増させるなどの目標を掲げ、ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充や恒久化な

どに取り組むこととされた。 

令和５年度税制改正では、資産所得倍増プランの実現に向け、「貯蓄から投資へ」の流

れを加速し、中間層を中心とする層が成長の果実を享受できる環境を整備するといった

観点から、ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化を行うこととしている（図表２）。 

 

 

具体的には、若年期から高齢期に至るまで、長期・積立・分散投資による継続的な資

産形成を行えるよう、非課税保有期間及び口座開設期間をともに無期限化し、ＮＩＳＡ

制度を恒久的な措置とすることとしている。あわせて、ライフステージ等に応じて投資

 
6 第201回国会参議院財政金融委員会会議録第３号３～４頁（令2.3.10）等 
7 金融庁「ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡ利用状況調査 令和４年６月末時点」（令和４年11月４日公表） 
8 前掲脚注７ 

（令和６年１月から適用）

つみたて投資枠 成長投資枠

120万円 240万円

無期限化 同左

1,200万円（内数）

恒久化 同左

積立・分散投資に適した一定の投資信託
上場株式・投資信託等　     （注３）

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（出所）財務省資料より作成

現行制度との関係

非課税保有期間の無期限化に伴い、現行のつみたてＮＩＳＡと同様、定期的に利用者の住所等を確認し、制度の適正な運用を担保。

1,800万円
※簿価残高方式で管理（枠の再利用が可能）

18歳以上

令和５年末までに現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡ制度において投資した商品は、
新しい制度の外枠で、現行制度における非課税措置を適用

利用者それぞれの生涯非課税限度額については、金融機関から既存の認定クラウドを活用して提出された情報を国税庁において管理。

令和６年１月から施行予定の新ＮＩＳＡ制度については、その施行を見直し、今回の抜本的拡充・恒久化した制度に移行する。

金融機関による「成長投資枠」を使った回転売買への勧誘行為に対し、金融庁が監督指針を改正し、法令に基づき監督及びモニタリングを実施する
旨を大綱に明記。

令和５年末までにジュニアＮＩＳＡにおいて投資した商品は、５年間の非課税保有期間が終了しても、所定の手続を経ることで、18歳になるまでは
非課税措置が受けられることとなっているが、今回、その手続を省略することとし、利用者の利便性向上を図る。

生涯非課税限度額
       （総枠）（注２）

図表２　ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化（案）

口座開設期間

投資対象商品

対象年齢

年間の投資上限額

非課税保有期間（注１）

併用可

※安定的な資産形成につながる投資商品に絞り込む観

点から、高レバレッジ投資信託などを対象から除外



立法と調査　2023.2　No.453
21

 

ペースを調節できるよう、年間投資上限額を現行のつみたてＮＩＳＡの水準（年間40万

円）の３倍となる120万円まで拡充することとしている。加えて、家計から資本市場への

資金の流れを後押しする観点から、上場株式等への投資が可能な現行の一般ＮＩＳＡの

役割を引き継ぐ「成長投資枠」を設け、「つみたて投資枠」との併用を可能としている。

「成長投資枠」の年間投資上限額については、現行の一般ＮＩＳＡの水準（年間120万円）

の２倍となる240万円まで拡充することとしている。一方で、投資余力が大きい高所得者

層に対する際限ない優遇とならないよう、年間投資上限額とは別に一生涯にわたる非課

税限度額が設定され、その総額は、老後等に備えた十分な資産形成を可能とする観点か

ら、現行のつみたてＮＩＳＡの水準（年間40万円×20年間＝800万円）の倍以上となる

1,800万円としている。また、その内数として、「成長投資枠」については、現行の一般

ＮＩＳＡの水準（年間120万円×５年間＝600万円）の２倍となる1,200万円としている。 

なお、令和６年１月から施行予定であった新ＮＩＳＡについては、その施行を見直し、

今回の抜本的拡充・恒久化した制度へ移行する9こととしている。 

イ スタートアップへの再投資に係る非課税措置の創設 

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」では、スタートアップの育成は、

経済のダイナミズムと成長を促し、社会的課題を解決する鍵であるとして、５年10倍増

を視野に５か年計画を策定するとした。そして令和４年11月28日に、新しい資本主義実

現会議において「スタートアップ育成５か年計画」が決定された。同計画では、５年後

の2027（令和９）年度にはスタートアップへの投資額を現在の8,000億円から10兆円規模

とすることや、将来的にユニコーン（時価総額1,000億円超の未上場企業）を100社、ス

タートアップを10万社創出することなどが掲げられ、スタートアップ創出に向けた人材・

ネットワークの構築、資金供給の強化と出口戦略の多様化、オープンイノベーションの

推進の３本柱の取組を一体として推進するとした。 

令和５年度税制改正では、特に資金の集まりにくいプレシード・シード期10のスタート

アップに対するエンジェル投資家の投資を更に支援する観点から、エンジェル税制11の

見直しを行うこととしている。具体的には、投資段階での優遇措置において、保有する

株式を売却し、要件を満たすスタートアップ12に再投資した分の株式譲渡益について、20

億円までは非課税とする措置を新たに講ずることとしている。 

 
9 現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡについては、令和５年末で買付を終了することとするが、非課税

口座内にある商品については、新しい制度における非課税限度額の外枠で現行の取扱いを継続することとし

ている。 
10 一般的に、プレシード期は製品やサービスに関するアイディアやコンセプトを構想する段階、シード期は事

業計画等を作成している段階のことを言う。総じて創業前後の事業化前段階を指しているものと思われる。 
11 エンジェル税制とは、ベンチャー企業への投資の促進を図る観点から、要件を満たした企業への投資を行っ

た個人投資家について講じられる税制上の特例措置である。対象企業へ投資した分、その年の所得金額等に

ついて課税の繰延べを認める投資段階での優遇措置と、対象企業への投資で譲渡損が発生した場合に損益通

算や繰越控除を認める譲渡段階での優遇措置から成る。 
12 現行のエンジェル税制の対象である未上場のスタートアップ企業のうち、①設立５年未満、②前事業年度ま

で売上が生じていないか、又は前事業年度の試験研究費等／出資金の比率が30％超、③営業損益が赤字、と

いった要件を満たす企業を対象とすることとしている。なお、プレシード・シード期のスタートアップへの

投資については、投資段階及び譲渡段階での優遇措置における外部資本要件を６分の１以上から20分の１以

上に引き下げることとしている。 
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また、リスクを取って出資する創業者を後押しする観点から、現行のエンジェル税制

では対象とならない自己資金による起業についても、事業実態が認められる場合13には、

エンジェル税制と同様の優遇が受けられる措置を講ずることとしている。 

ウ 研究開発税制の見直し 

研究開発税制は、試験研究費について、増減試験研

究費割合14に応じた税額控除が適用される「一般型」

と、国の試験研究機関や大学等と共同で行う試験研

究に要する費用（特別試験研究費）について、その種

類ごとに決められた一定割合の税額控除が適用され

る「オープンイノベーション型」の２種類から成る。 

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計

画」では、「オープンイノベーションを更に加速し、

研究開発投資全体を押し上げられるよう、民間企業

の研究開発投資を促進するための税制の在り方について検討を進める」こととされた。 

令和５年度税制改正では、今まで以上のメリハリ付けを行い、研究開発投資の量の増

加と質の向上のための見直しを行うこととしている。 

まず、研究開発費の増加インセンティブを強化する観点から、一般型の控除率カーブ

の傾斜を急にしつつ、控除率の下限を２％から１％に引き下げることとしている（図表

３）。また、控除額が上限（法人税額の25％）に達した企業に対してもインセンティブ強

化となるよう、試験研究費の増減率に応じて税額控除の上限を法人税額の20％から30％

の間で変動させる措置も講ずることとしている。 

さらに、研究開発の質を高める観点から、試験研究費の範囲の見直しを行うこととし

ている。現行制度では、ビッグデータやＡＩ等を活用した「サービス開発」に係る試験

研究費については、ビッグデータを新たに収集することが要件とされていたが、今回の

改正により、既存のビッグデータを活用する場合も本税制の対象とすることとしている。

一方、現行制度では、考案されたデザインに基づく「設計・試作」は、性能向上を目的

としていなくても対象となっていたが、今回の改正により対象外とすることとしている。 

  また、幅広いスタートアップ企業との共同研究等を促す観点から、オープンイノベー

ション型における「研究開発型スタートアップ企業」の対象を再定義する15とともに、出

資者となるファンドに対する認定を不要とすることで、対象を大幅に拡大することとし

ている。 

エ 企業による先導的人材投資に係る税制措置 

政府は、「人への投資」の施策パッケージを３年間に4,000億円規模で実施していたが、

 
13 販売費及び一般管理費／出資金の比率が30％超であることなど 
14 （試験研究費の額－比較試験研究費の額）／比較試験研究費の額。なお、比較試験研究費とは、前３年以内

に開始した各事業年度において損金の額に算入される試験研究費の額を平均した額をいう。 
15 改正後の対象は、①他の会社の子会社ではない未上場の株式会社、②設立15年未満（10年以上の場合は営業

赤字であること）、③売上高研究開発費比率10％以上、④ベンチャーファンド又は研究開発法人の出資先であ

ることとしている。 

（出所）財務省資料より作成

＜控除率カーブ＞

図表３　研究開発税制（案）

8.5％

-30％ 0％

現行

改正案

（増減試験研究費割合）

（控除率）

2％

1％

14％

30％



立法と調査　2023.2　No.453
23

 

「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」において、同施策パッケージを５

年間で１兆円規模へと拡充することとした16。 

令和５年度税制改正では、こうした経済対策に加えて、企業が自身の経営資源を用い

て行う先導的人材投資を後押しするための改正を行うこととしている。具体的には、企

業が学校教育に積極的に関与することで、社会で求められる人材の育成に貢献すること

を促す観点から、学校法人等の設立を目的とする法人に対する寄附金について、事前に

包括的な財務大臣指定を行うことで個別の審査なく全額損金算入が可能となる枠組みを

設け、早期から寄附金の募集を可能とすることとしている。また、高度な研究人材への

投資を促し、ハイレベルでオープンなイノベーションを促進する観点から、研究開発税

制のオープンイノベーション型に新たな類型を創設することとしている。具体的には、

新規高度人材割合17を前年度から３％以上増加させた場合、新規高度人材に係る人件費

を対象に、20％の税額控除を可能とすることとしている。 

 

（２）経済のグローバル化・デジタル化・グリーン化への対応 

ア グローバル・ミニマム課税への対応 

経済のグローバル化やデジタル化に伴い、物理的な拠点なく事業を行う外国企業に対

して市場国が適切な法人課税を行えないことや、各国が低い法人税率や優遇税制によっ

て外国企業を誘致する動きが活発化していることが問題となっており、ＯＥＣＤ／Ｇ20

の「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」において議論が進められてきた。 

令和３年10月、同枠組みにおいて、経済のデジタル化に伴う課税上の課題への解決策

に関する国際的な合意がまとめられた。この合意は、市場国への新たな課税権の配分（「第

１の柱」）とグローバル・ミニマム課税（「第２の柱」）の２つの柱から成る。「第１の柱」

は物理的拠点（ＰＥ）がなくても、一定以上の売上高と利益を上げている多国籍企業に

対して市場国が課税できるよう、その利益の一部を配分するもので、「ＰＥなくして課税

なし」という国際課税の大原則を転換するものである。「第２の柱」は、「15％以上」の

世界共通の最低税率を新たに設定し、軽課税国にある企業の税負担の不足分を、その同

一グループ関連企業の所在地国で追加課税するもので、実現すれば法人税率の引下げ競

争の終息につながると考えられる。 

令和５年度税制改正では、「第２の柱」の導入に向け、国際的な議論や諸外国の動向等

を踏まえ、令和６年４月以後に開始する会計年度を対象として所得合算ルール（ＩＩＲ：

Income Inclusion Rule）18に係る法制化を行うこととしている。さらに、「第２の柱」の

導入により対象企業に追加的な事務負担が生じること等を踏まえ、類似の制度である外

 
16 具体的には、企業間・産業間の労働移動の円滑化や在職者等のキャリアアップのための転職支援、労働者の

リスキリング支援などを行うとした。 
17 新規高度人材の人件費／試験研究費のうち人件費。なお、新規高度人材とは、基礎・応用研究に従事する者

のうち、①博士号を取得した者（取得から５年以内）、②他の事業者で10年以上専ら研究業務に従事した者

（雇用から５年以内）のいずれかに該当する者をいう。 
18 子会社等が軽課税国にある場合、親会社所在地国が親会社に対して、子会社等の税負担が最低税率（15％）

に至るまで、課税を行う制度。 
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国子会社合算税制19について、可能な範囲で見直しを行う20こととしている。 

なお、「第２の柱」に関する法制化のうち、軽課税所得ルール（ＵＴＰＲ：Undertaxed 

Profit Rule）21と国内ミニマム課税（ＱＤＭＴＴ：Qualified Domestic Minimum Top-up 

Tax）22など、令和５年以降に実施細目が議論される見込みのものについては、国際的な

議論を踏まえ、令和６年度税制改正以降の法制化を検討することとしている。また、「第

１の柱」についても、令和５年前半までの多数国間条約の署名が目標とされており、今

後策定される多数国間条約を基に、課税の在り方等について検討を行うこととしている。 

イ 車体課税（エコカー減税） 

自動車重量税におけるエコカー減税については、令和３年度税制改正において、自動

車ユーザーの負担に配慮しつつ、燃費性能がより優れた自動車の普及を図る観点から見

直しが行われた。具体的には、減免の基準を2020（令和２）年度燃費基準から2030（令

和12）年度燃費基準に切り替え、クリーンディーゼル車については令和５年度以降ガソ

リン車と同等に扱うこととするなどの見直しを行った上で、適用期限が令和５年４月末

までに延長された。 

 

 

令和５年度税制改正では、新型コロナウイルス感染症等を背景とした半導体不足等の

状況を踏まえ、異例の措置として、現行制度を令和５年12月末まで維持することとした。

その上で、令和６年１月からは、政府目標23と整合的な形に見直し、電動車の一層の普及

促進を図る観点から、減免区分の基準となる燃費基準の達成度を段階的に引き上げなが

 
19 内国法人等が実質的活動を伴わない外国子会社等を利用する等により、税負担の軽減・回避する行為に対処

するため、外国子会社等がペーパー・カンパニー等である場合又は経済活動基準のいずれかを満たさない場

合には、外国子会社等の所得に相当する金額について、内国法人等の所得とみなし、合算して課税する制度。 
20 具体的には、特定外国関係会社の適用免除要件である租税負担割合の閾値を30％から27％に引き下げるとと

もに、確定申告時における書類の添付義務の緩和等を行うこととしている。 
21 親会社等が軽課税国にある場合、子会社所在地国が子会社に対して、親会社等の税負担が最低税率（15％）

に至るまで、課税を行う制度。 
22 自国に所在する事業体全体の実効税率が最低税率（15％）未満の場合に、他国において上乗せ課税されるの

を防ぐために課税を行う制度。 
23 「地球温暖化対策計画」（令和３年10月22日閣議決定）において、2030年までに乗用車新車販売に占める次

世代自動車の割合を５～７割にすること、2035年までに乗用車新車販売に占める電動車（電気自動車、燃料

電池自動車、プラグインハイブリッド自動車及びハイブリッド自動車）の割合を100％にすることを目指すと

されている。 

車種 減免区分
現行

(R3.5.1～R5.4.30)
据置期間

(R5.5.1～R5.12.31)
基準切上げ（～２年目）
（R6.1.1～R7.4.30）

基準切上げ（３年目）
(R7.5.1～R8.4.30)

ＥＶ・ＦＣＶ・
ＰＨＶ・ＣＮＧ

２回免税 達成度要件なし

２回免税 2030基準120％達成～ 2030基準125％達成～

免税 2030基準 90％達成～ 2030基準100％達成～

▲50％軽減 2030基準 75％達成～ 2030基準 80％達成～ 2030基準 90％達成～

▲25％軽減 2030基準 60％達成～ 2030基準 70％達成～ 2030基準 80％達成～

本則税率 2030基準 75％達成～

（出所）財務省資料より作成

（注４）クリーンディーゼル車に対する現行の取扱い（2020年度燃費基準達成：免税）も2023年（令和５年）末まで延長。

図表４　自動車重量税のエコカー減税の見直し（乗用車）（案）

ガソリン車・
ＬＰＧ車・

ディーゼル車

（注１）ＥＶ・ＦＣＶ・ＰＨＶ・ＣＮＧとは、それぞれ電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、天然ガス自動車を指す。2030基準とは2030年度燃費基準を指す。
　　　  ガソリン車・ＬＰＧ車・ディーゼル車の減免対象は、一定の排ガス基準を満たす2020年度基準達成車に限る。

（注２）バス・トラックについても、乗用車に準じた見直しを行う。

（注３）エコカー減税の基準の切上げに伴い、エコカー減税の適用対象車と同等の燃費性能を有する一定の自動車に適用される本則税率の適用範囲も見直しを行う。
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ら、現行制度を維持する期間を含めて適用期限を合計３年間延長することとしている（図

表４）。その際、令和７年５月の引上げ時には激変緩和措置24を講ずることとしている。

なお、クリーンディーゼル車の取扱いも、令和５年12月末までは現行制度を維持し、令

和６年１月以降ガソリン車と同等に扱うこととしている。 

 

（３）地域における活力と安全・安心な暮らしの創造 

ア 承認酒類製造者に対する酒税の税率の特例措置の創設 

 酒税については、清酒やビール等の７品目について、対象品目ごとの製造規模に応じ

た軽減税率を適用する措置が講じられており、令和５年３月末が適用期限となっている。 

令和５年度税制改正では、地域性などを踏まえた多様な酒類の製造などに積極的に取

り組み、酒類業の健全な発達に寄与する中小事業者を支援する観点から、税務署長の承

認を受けた酒類製造者が製造する酒類について、製造規模に応じて酒税を軽減する措置

を新たに講ずることとしている。なお、現行措置は期限の到来をもって廃止し、併せて

新たな措置への移行に伴う激変緩和措置25を講ずることとしている。 

イ 特定非常災害に係る損失の繰越控除の見直し 

現行制度では、災害等により一定の資産について損害を受けた場合等は、一定の金額

の雑損控除を受けることができ、その年分の所得金額から控除しきれない場合には、翌

年以後３年間繰り越して控除が可能である。この繰越控除期間については、東日本大震

災時に５年間の繰越しが認められた26ことや、法人税における災害損失欠損金の繰越控

除期間が10年間であることなどから、控除期間の延長を検討すべきとの声もあった。 

令和５年度税制改正では、災害による著しい被害への不安を解消する観点から、特定

非常災害法上の特定非常災害27による損失に係る雑損失及び純損失28の繰越期間につい

て、損失の程度や記帳水準に応じ、例外的に３年から５年に延長することとしている。 

 

（４）経済社会の構造変化も踏まえた公平で中立的な税制への見直し 

ア 極めて高い水準の所得に対する負担の適正化 

我が国の所得税は、原則として総合課税による超過累進税率が適用されるため、本来

は高所得者ほど税負担率が高くなる（国・地方合わせて最大55％）。一方で、金融所得の

多くは分離課税で一律の税率（同20％）が適用されることや、実態として、高所得者層

ほど所得に占める金融所得等の割合が高いことから、合計所得金額１億円を境に、高所

 
24 自動車重量税については、エコカー減税の対象外となる場合、本則税率よりも高い当分の間税率が適用され

るが、３年目に制度の対象外となる2030年度燃費基準75～80％達成車については、激変緩和のため１年間に

限り本則税率の適用対象とする。 
25 新制度への移行により税負担が増える酒類製造者は、現行制度の軽減割合に一定の割合を乗じた軽減割合を

適用可能（令和５～８年度：100％、令和９年度：90％、令和10年度：80％）。ただし、令和６年度以後は、

事業計画書を提出し、特例の適用を受けるための承認が必要となる。 
26 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成23年法律第29号） 
27 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第85号）第２

条の規定により、政令によって指定される。 
28 純損失とは、不動産所得、事業所得、譲渡所得及び山林所得の損失の合計額のうち、損益通算をしてもなお

控除しきれない金額をいう。 
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得者層ほど税負担率が低下する

という「１億円の壁」と呼ばれる

現象が生じている。 

令和５年度税制改正では、税負

担の公平性の観点から、極めて高

い水準の所得について最低限の

負担を求める措置を導入するこ

ととしている。具体的には、基準

所得金額29から特別控除額3.3億円を控除した金額に22.5％の税率を乗じた金額が、納め

るべき所得税の金額を超過した場合に、その超過した差額を追加的に申告納税すること

としている（図表５）。本税制は令和７年分以降の所得税から適用することとしている。 

イ 資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築 

贈与税は、生前贈与による相続税の累進回避を防止する観点から、相続税よりも高い

税率構造となっている。実際、多くの者にとっては贈与税の税率の方が高いため、生前

贈与は一定程度抑制されてきた。一方で、相当に高額な相続財産を保有する富裕層にとっ

ては、分割して生前贈与することで相続税の累進負担を回避することが可能であり、税

負担回避を防止する効果が限定的であると指摘されてきた。また、高齢化等に伴い、相

続による資産の世代間移転がより高齢期にシフトしていることから、資産を早期に移転

し、有効活用することを通じて、経済の活性化を図ることも求められている。 

平成15年度税制改正において、資産移転の時期に対する課税の中立性を確保し、生前

贈与による資産の移転の円滑化を促すことを目的として、暦年課税との選択制で相続時

精算課税制度30が創設された。しかし、同制度の選択後は、少額の贈与であっても申告が

必要となるため、申告や記録管理に係る新たな事務負担が発生することになる。また、

同制度の下で受贈した財産は贈与時の時価で計算されるため、価額の下落により相続税

の負担が重くなるおそれがあることも指摘されていた。これらの問題点に加え、富裕層

にとっては暦年課税による分割贈与の利点が大きいことなどもあり、現状、相続時精算

課税制度の利用は広がっていない31。 

令和５年度税制改正では、こうした課題に対応し、資産移転の時期の選択に中立的な

税制の構築を更に進める観点から、以下の改正を行うこととしている。 

（ア）相続時精算課税制度の使い勝手向上 

相続時精算課税制度については、暦年課税との選択制は維持しつつ、制度の使い勝手

を向上させることとしている。具体的には、申告等に係る事務負担を軽減する等の観点

 
29 株式の譲渡所得や土地・建物の譲渡所得、給与・事業所得、その他の各種所得を合算した所得金額。 
30 特定の贈与者からの贈与により取得した財産に対して、贈与時に相続時精算課税制度に係る贈与税を支払い、

その特定の贈与者の相続開始時に、相続時精算課税制度に係る贈与により取得した財産と相続又は遺贈によ

る取得した財産とを合計した価額を基に計算した相続税額から、既に支払った相続時精算課税制度に係る贈

与税に相当する金額を控除することにより、贈与税・相続税を通じた納税を行う制度。相続時精算課税は暦

年課税との選択制となっており、一度、相続時精算課税制度を選択した場合、当該贈与者との間で再び暦年

課税制度に変更することはできない。 
31 令和２年の贈与税課税人数402,536人のうち、相続時精算課税の課税人数は39,823人と約１割にとどまる。 

（出所）財務省資料より作成

図表５　極めて高い水準の所得に対する負担の適正化（案）

１億円の壁 （合計所得金額）

（所得税負担率）

15％

約30億円

追加負担が生じる平均的

な所得水準

特別控除額

3.3億円

22.5％
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から、相続時精算課税制度においても、暦年課税の基礎控除と同水準である110万円まで

課税しないとする措置を新たに講ずることとしている。この措置は令和６年１月１日以

後に贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用することとしている。 

また、相続時精算課税制度の下で受贈した財産であっても、土地・建物について、令

和６年１月１日以後に発生した災害により一定以上の被害を受けた場合には、例外的に

相続税の課税価格を再計算する措置を新たに講ずることとしている。 

（イ）暦年課税における相続前贈与の加算 

暦年課税についても、資産

移転の時期に対する中立性

を高める観点から、相続開始

前贈与の加算期間32を現行の

３年から７年に延長するこ

ととしている。また、過去の

贈与に係る記録・管理等の事

務負担軽減の観点から、延長

した４年間に受けた贈与の

うち、総額100万円までは相

続財産に加算しないこととしている。この措置は令和６年１月１日以後に贈与により取

得する財産に係る相続税について適用することとしている。 

（ウ）贈与税の非課税措置 

教育資金の一括贈与や結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置等につ

いては、個別の政策目的に加え、家計資産をより早期に若年世代へ移転することで、経

済を活性化させるという観点から設けられてきた。一方で、これらの非課税措置につい

ては、格差の固定化防止等の観点から見直しが必要であると指摘されていた33。 

令和５年度税制改正では、教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置について、

近年利用件数が減少していることや、資産を多く保有する者による利用が多い等の状況

から、節税的な利用につながらないよう見直した上で、適用期限を３年間延長すること

とした。具体的には、教育資金以外に使用した分や使い残し分に贈与税が課される際の

税率を特例税率 

34ではなく本則税率とすること、契約期間中に贈与者が死亡した際に当

該贈与者に係る相続税の課税価格の合計が５億円を超える場合、受贈者の年齢等にかか

わらず残高を相続財産に加算することとしている。また、結婚・子育て資金の一括贈与

に係る贈与税の非課税措置についても、結婚・子育て資金以外に使用した分や使い残し

 
32 相続又は遺贈により財産を取得した者が、相続開始前の一定期間以内に被相続人から贈与を受けていた財産

（特定贈与財産を除く）に限り、その贈与財産の価額（贈与時の価額）を相続税の課税価格に加算される。 
33 自由民主党・公明党「令和４年度税制改正大綱」（令和３年12月10日）において、「経済対策として現在講じ

られている贈与税の非課税措置は、限度額の範囲内では家族内における資産移転に対して何らの税負担も求

めない制度となっていることから、そのあり方について、格差の固定化防止等の観点を踏まえ、不断の見直

しを行っていく必要がある」としている。 
34 18歳以上の者が直系尊属（父母や祖父母など）から贈与により取得した財産に係る贈与税については、累進

性が低い特例税率が適用される。 

相続時精算課税（暦年課税との選択制） 暦年課税

図表６　贈与税と相続税の関係（改正案）

（出所）財務省資料より作成

○相続時には、累積贈与額を相続財産に加算
　して相続税を課税（納付済みの贈与税は税
　額控除・還付）。
※財産の評価は贈与時点の時価で固定（土地
　・建物が災害で一定以上の被害を受けた場
　合は、相続時に再計算）。

○贈与時に、軽減・簡素化された贈与税を納
　付。（累積贈与額2,500万円までは非課税、
　2,500万円を超えた部分に一律20％課税）
※毎年110万円まで課税しない（暦年課税の基
　礎控除とは別途措置）。

○暦年ごとに贈与額に対し累進税率
　を適用。
※基礎控除110万円。

○相続時には、死亡前７年以内の贈
　与額を相続財産に加算して相続税
　を課税（納付済みの贈与税は税額
　控除）。
※今回の改正によって延長される４
　年間に受けた贈与については、総
　額100万円まで相続財産に加算し
　ない。
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分に贈与税が課される際の税率を特例税率ではなく本則税率とする見直しを行った上で、

適用期限を２年間延長することとしている。 

なお、両措置については、次の適用期限の到来時には、利用件数や利用実態を踏まえ、

制度の在り方について改めて検討することとしている。 

 

（５）円滑・適正な納税のための環境整備 

ア 適格請求書等保存方式の円滑な実施に向けた所要の措置 

消費税の複数税率制度の下において適正な課税を確保する観点から、適格請求書等保

存方式（インボイス制度）が令和５年10月から導入されることとなっている。しかし、

現行制度からの切替えに事務負担などが発生することから、中小企業者の実務を踏まえ

た負担軽減措置を求める声があった。また、インボイス制度が導入されると、免税事業

者からの仕入れについては仕入税額控除が認められなくなることから、取引の中間段階

に位置する免税事業者が取引から排除されるおそれがあることや、そうした状況から免

税事業者の多くが課税事業者への転換を迫られ、新たな税負担や事務負担が生じる可能

性があるといった懸念から、制度の延期や廃止を求める声も上がっていた。 

  令和５年度税制改正では、インボイス制度への円滑な移行のため、これまで免税事業

者であった者がインボイス発行事業者になった場合の納税額を、売上税額の２割に軽減

する措置を３年間講ずることとしている。これにより、納税額の激変緩和や、簡易課税

制度の適用を受ける場合に比べて更に事務負担が軽減されるなどの効果が見込まれてい

る。また、インボイス制度定着までの実務に配慮する観点から、前々年又は前々事業年

度における課税売上高が１億円以下35の事業者が行う１万円未満の課税仕入れについて

は、インボイスの保存がなくても帳簿の保存のみで仕入税額控除を可能とする６年間の

事務負担軽減策を講ずることとしている。さらに、１万円未満の少額な値引き等につい

ては返還インボイス36の交付義務を免除する措置も講ずることとしている。 

イ 電子帳簿等保存制度の見直し 

電子帳簿保存法37では、電磁的記録による保存は「電子帳簿等保存制度」、「スキャナ保

存制度」、「電子取引に係るデータ保存制度」の３種類に区分されており、納税者の文書

保存に係る負担軽減を図る観点と、改ざんなどの行為を防止する観点から、保存方法等

についてそれぞれ一定の要件が設けられている。 

令和３年度税制改正では、経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産

性の向上、記帳水準の向上等に資するための改正が行われた。しかし、この改正のうち、

電子取引に係るデータの出力書面による保存の廃止（電子保存義務化）については、令

和４年度税制改正において、対応が困難な事業者の実情に配意し、令和５年12月31日ま

での２年間は出力書面による保存を可能とする宥恕（ゆうじょ）措置が設けられていた。 

 
35 前年又は前事業年度開始の日以後６か月の期間の課税売上高が5,000万円以下の場合も特例の対象となる。 
36 対価の返還等の内容等が記載された書類。売上の返還等を行った場合に適格請求書発行事業者に交付義務が

課される。 
37 電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律（平成10年法律第25号） 
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令和５年度税制改正では、現行の宥恕措置は適用期限の到来をもって廃止し、新たな

猶予措置を講ずることとしている。具体的には、システム対応が間に合わなかったこと

につき相当の理由がある事業者については、従前行われていた出力書面の保存に加え、

データのダウンロードの求めに応じることができる状態としておけば、検索機能の確保

の要件38等を不要として、そのデータの保存を可能とすることとしている。また、他者か

ら受領した電子データとの同一性が確保された電磁的記録の保存を推進する観点から、

改ざん防止の要件（タイムスタンプ等）などは維持しつつ、検索機能の確保の要件につ

いては緩和することとした。 

その他にも、スキャナ保存制度については、制度の利用促進を図る観点から、更なる

要件の緩和措置を講ずることとし、電子帳簿等保存制度については、信頼性の高い電子

帳簿への更なる移行を目指す観点から、優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措

置の対象帳簿（所得税・法人税）の範囲を合理化・明確化することとしている。 

 

（６）その他 

中小企業投資促進税制及び中小企業経営強化税制について所要の見直しを行った上で、

中小企業者等に係る軽減税率の特例とともに、適用期限を２年間延長することとしている。

そのほか、高額な無申告に対する無申告加算税の割合の引上げ、申告手続の簡素化や申告・

納付手続の一体化等の見直しなどを行うこととしている。 

 

以上が令和５年度税制改正の主な内容である。令和５年度税制改正（内国税関係）によ

る増減収額は、初年度（令和５年度）90億円、平年度10億円の減収と見込まれている。 

 

３．今後の課題 

（１）ＮＩＳＡ制度に関する課題 

ＮＩＳＡ制度については、始めるタイミングや世代に左右されずに長期的な視点での資

産形成を促す観点から恒久化を求める声や、令和２年度改正の新ＮＩＳＡの仕組みが複雑

で分かりにくいとの声が金融業界などから上がっていた。 

今回の改正は、投資上限額の大幅な拡充に加えて、これらの声にも応える内容となった

ため、金融業界を中心に高い評価39を受けているが、一方で、以下の課題も存在する。 

ア 生涯非課税限度額の水準 

今回の改正では、生涯非課税限度額（総枠）が1,800万円とされたが、この金額となっ

た明確な理由は示されていない40。金融広報中央委員会の「家計の金融行動に関する世論

 
38 「取引年月日その他の日付、取引金額及び取引先（記録項目）を検索の条件として設定可能とすること」、

「日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定可能とすること」、「２以上の任

意の記録項目を組み合わせて条件を設定可能とする」という要件を充足した検索機能を確保する必要がある。 
39 日本証券業協会、投資信託協会及び全国証券取引所協議会は「令和５年度税制改正に関する証券関係三団体

談話」（令4.12.16）において「制度導入から８年を経て、時限措置であるＮＩＳＡ制度が恒久化されるとと

もに、このような抜本的拡充が図られたことは、我が国の税制上画期的なことであり、極めて高く評価され

るべきものである」と述べている。 
40 与党税制調査会では、1,500万円とする案が固まっていたが岸田総理の意向で1,800万円に引き上げられたと
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調査 令和３年調査結果」（図表７）によれ

ば、金融資産保有額の平均値は単身世帯全

体で1,062万円、二人以上世帯全体で1,563

万円であり、さらに、資産形成を終え、資産

の取り崩し時期である世帯主が70歳代の世

帯の平均値については、単身世帯で1,786万

円、二人以上世帯で2,209万円である。この

平均値からは、一人当たり総枠1,800万円と

いう水準は必要十分であるようにも思える。しかし、同調査における中央値について見

ると、単身世帯全体で100万円、二人以上世帯全体で450万円であり、世帯主が70歳代の

世帯でも単身世帯で800万円、二人以上世帯で1,000万円との結果が出ている。つまり、

一人当たり1,800万円という総枠は、現状では少なくとも半数以上の国民がその半分も

利用できない過大な水準であり、十分に活用できる層は限られる。公平性の観点から問

題のある制度となっていないか、改正後の制度の利用状況等を十分に注視していく必要

があるだろう。 

ただし、ＮＩＳＡ制度については、ライフプランなどを基に長期的な視点で利用する

ことが想定されているものである。一度引き上げた総枠を引き下げるような見直しは制

度への信頼や安定性を損なうおそれがある。そうした点も踏まえれば、総枠については、

制度の利用状況等を踏まえながら段階的に引き上げるなど、より慎重に進める対応も考

えられたのではないだろうか。 

イ 安定的な資産形成と企業への成長投資の両立 

今回の改正における成長投資枠は、一般ＮＩＳＡの機能を引き継ぎ、企業の成長投資

につながる家計から資本市場への資金の流れを一層強力に後押しする観点から設けられ

ている。つみたて投資枠は、積立・分散投資に適した一定の要件を満たす投資信託等の

みを対象としているが、成長投資枠では、個別企業の上場株式や、つみたて投資枠の対

象とならない投資信託への投資も可能41となっている。 

しかし、一般的に個別企業の上場株式は、様々な企業に分散投資されている投資信託

と比べて値動きが大きく、リスクが高くなる傾向がある。さらに、つみたて投資枠の対

象となる投資信託のように、長期保有することでリターンが得られやすいというもので

はなく、投資対象の企業に対する知識を深めた上で、売買のタイミングや保有期間を適

切に判断する必要があることから、中上級者向けの投資とされている。 

つみたて投資枠を用いた長期の積立投資によって堅実に利益を積み重ねたとしても、

成長投資枠を用いたリスクの高い投資によって資産を毀損しては、安定的な資産形成に

はつながらない。企業への成長投資の後押しという観点によって、安定的な資産形成が

阻害されることのないよう、改正後のＮＩＳＡ制度の利用状況や損益の発生状況等につ

 
の報道もある（『朝日新聞』（令4.12.17））。 

41 ただし、現行の一般ＮＩＳＡよりも対象範囲を限定している。具体的には、①整理・監理銘柄、②信託期間

20年未満、高レバレッジ型及び毎月分配型投資信託等については除外することとされている。 

（単位：万円）

世帯主の年齢 平均値 中央値 世帯主の年齢 平均値 中央値
全体 1,062 100 全体 1,563 450
20歳代 179 20 20歳代 212 63
30歳代 606 56 30歳代 752 238
40歳代 818 92 40歳代 916 300
50歳代 1,067 130 50歳代 1,386 400
60歳代 1,860 460 60歳代 2,427 810
70歳代 1,786 800 70歳代 2,209 1,000

（出所）金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査 令和３年
　　　　調査結果」金融資産保有額（金融資産を保有していない世帯を含
　　　　む）を基に作成

図表７　年代別金融資産保有額

単身世帯 二人以上世帯
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いて分析を行い、成長投資枠の対象商品などについて見直していく必要があるだろう42。 

 ウ ＮＩＳＡ制度に関連する課題 

（ア）金融所得課税の強化 

金融所得課税については、いわゆる「１億円の壁」が、格差拡大につながるとして問

題視されてきたが、令和３年９月の自由民主党総裁選で、岸田総理を含む複数の候補者

が金融所得課税の強化を掲げたことにより改めて注目を集めた。最終的に、令和４年度

税制改正には金融所得課税の強化は盛り込まれなかったが、自由民主党・公明党「令和

４年度税制改正大綱」（令和３年12月10日）には、「税負担の公平性を確保する観点から、

金融所得に対する課税のあり方について検討する必要がある。その際、一般投資家が投

資しやすい環境を損なわないよう十分に配慮しつつ、諸外国の制度や市場への影響も踏

まえ、総合的な検討を行う」と明記された。このことから、令和５年度税制改正では、

ＮＩＳＡ制度の拡充を行いつつ、一方で金融所得課税の強化を行うことで、格差是正を

進めるのではないかとの見方もあった。 

しかし、令和５年度税制改正では、税負担の公平性の観点から、極めて高い水準の所

得に対する負担の適正化（２．（４）ア）の措置が講じられるにとどまった。この措置で

は合計所得金額がおおむね30億円以上の超富裕層200～300人程度が対象となると見ら

れ 

43、富裕層のボリューム層である所得額１～５億円の層には影響がない。そのため、

「１億円の壁」の解消はおろか格差是正の効果も極めて限定的なものと考えられる。 

上記の改正による影響や、ＮＩＳＡ制度の拡充による影響なども踏まえた上で、格差

是正に向けた更なる取組が求められる。 

（イ）国内企業への投資促進 

資産所得倍増プランでは、「家計の資金が企業の成長投資の原資となれば、企業の成長

が促進され、企業価値が向上する。企業価値が拡大すれば、家計の金融資産所得は更に

拡大し、「成長と分配の好循環」が実現する」としており、そのための柱の一つとして、

ＮＩＳＡ制度の拡充・恒久化などを行うとしている。 

しかし、ＮＩＳＡ制度は対象を国内企業に限定しているわけではないため、制度を拡

充しても、国内企業への成長期待が高まらなければ、より成長期待が高い海外企業に資

金が流れる可能性がある。この点について、令和５年度税制改正では、研究開発税制の

見直しなど、国内企業の国際競争力向上に向けた措置を講ずることとしている。 

国内企業の成長を促し、国内企業を国民にとって有望な投資先としていくため、上記

のような税制措置も含めた総合的な取組が求められる。 

 

（２）防衛力強化に係る財源確保のための税制措置に関する課題 

政府は、現下の安全保障環境を踏まえ防衛力を抜本的に強化することとし、防衛力整備

 
42 令和５年度与党税制改正大綱においても、成長投資枠について「今後、制度の利用状況等を踏まえつつ、家

計の安定的な資産形成に資するものとなっているかどうかなど、その政策効果について定期的な検証をする

ことが必要不可欠である」としている。 
43 『毎日新聞』（令4.12.17）等 
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計画（令和４年12月16日国家安全保障会議決定、閣議決定）を策定した。令和５年度から

９年度までの５年間における同計画の実施に必要な防衛力整備の水準に係る金額は43兆円

程度とされ、その財源については、歳出改革、決算剰余金の活用、税外収入を活用した防

衛力強化資金44の創設、税制措置等、歳出・歳入両面において所要の措置を講ずるとした。 

この税制措置について、令和５年度の両税制改正大綱では、令和９年度に向けて複数年

かけて段階的に実施することとし、令和９年度においては１兆円強を確保することとして

いる。具体的には、法人税及び所得税及びたばこ税に関する措置を講ずることとしている。

まず、法人税については、法人税額に対して税率４～4.5％の新たな付加税を課しつつ、中

小法人に配慮し、課税標準となる法人税額から500万円を控除することとしている。所得税

については、所得税額に対して当分の間税率１％の付加税を課しつつ、現下の家計を取り

巻く状況に配慮し、復興特別所得税の税率を１％引き下げるとともに、課税期間を延長す

ることとしている。たばこ税については、１本当たり３円相当の引上げを段階的に実施す

ることとしている。これらの措置については、具体的な施行時期は明記されず、令和６年

以降の適切な時期に実施することとされている。 

法人税の付加税については、対象となるのは全法人の６％弱である45とされており、大企

業の負担が大きいとの指摘もある。また、岸田内閣総理大臣は「個人の所得税の負担が増

加するような措置は行わない」と明言46していたが、復興特別所得税の課税期間を延長する

ことにより、長期的には個人所得課税の負担が増加するとの指摘もなされている。 

実施時期や税収規模等の具体的な内容については、今後、与党を中心に検討が進められ

るものと考えられる。しかし、今回の決定までの一連の動きについては、やや唐突であり、

国民不在のまま進められたとの指摘も多い。今後の検討については、開かれた場で議論を

行い、丁寧に説明していくことが求められているのではないだろうか。 

４．おわりに 

令和５年度税制改正では、新しい資本主義の実現に向けた措置のほか、贈与税における

相続時精算課税制度及び暦年課税の見直しや、超富裕層に対する課税の適正化など、長年

の課題に対応するための改正も行われた。暦年課税の見直しは加算期間の延長幅が４年と

いう小幅な改正であり、超富裕層に対する課税の適正化についても対象が限定的であるな

ど、必ずしも十分な内容とは言えないが、長年議論されてきた重要課題の解決に取り組む

姿勢が見られたことは評価されるべきだろう。今回の改正を足掛かりとして、あるべき税

制の実現に向けて更なる見直しを進めていくことが期待される。 

           （いとう つかさ） 

44 税外収入等を防衛力の整備に計画的・安定的に充てるため設ける資金で、令和５年度に財源確保法（仮称）

により創設することとしている。 
45 首相官邸ウェブサイト「岸田内閣総理大臣記者会見」（令4.12.16<https://www.kantei.go.jp/jp/101_kish

ida/statement/2022/1216kaiken.html>(令5.1.6最終アクセス)） 
46 首相官邸ウェブサイト「政府与党政策懇談会」（令4.12.8<https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/act

ions/202212/08yoto_kondankai.html>(令5.1.6最終アクセス)） 


